[bookmark: _Toc146663635][bookmark: _Toc160723655]１　計画策定にあたっての基本的事項について
（１）計画策定の趣旨と法的位置づけ
●本計画は、藤井寺市における障害者施策全般にかかる理念や基本的な方針、目標を定めるために策定する、障害者基本法第１１条第３項に基づく「藤井寺市障害者計画」及び本市における障害のある人が年齢や障害の種別等にかかわりなく、一人ひとりの自立を支援し、身近な地域で必要なサービスを受けながら、安心して暮らすことができるよう、今後のサービス基盤の整備を計画的に進めるために策定する、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８８条第１項に基づく「藤井寺市障害福祉計画（第８期）」及び児童福祉法第３３条の２０第１項に基づく「藤井寺市障害児福祉計画（第４期）」を、一体的に策定するものです。
●「藤井寺市障害者計画」は、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法第９条第１項の規定に基づき、同法の規定の趣旨を踏まえたものとします。
■それぞれの計画について障害者計画
障害福祉計画・障害児福祉計画

	
計画の概要
計画の概要

○障害福祉サービス等、障害のある方を支えるためのサービスの提供計画
○国が指針を出しており、国の指針に則って全市町村が並行して計画を策定する。国が指針を出すのは、障害福祉サービスの質の担保や地域差（不平等）を防ぐ目的がある。
○共生社会の推進・差別解消・権利擁護等の「普遍的・長期的な目標」を達成するための取り組みを示す、障害者支援に関する基本的な計画
○国の基本計画も参考に、各自治体が創意工夫のもと、それぞれに取り組みを検討する









根拠となる法律
○障害者総合支援法
〇児童福祉法
根拠となる法律

○障害者基本法


計画の対象
計画の対象
○身体障害
○知的障害
○精神障害（発達障害含む）
○政令で定める難病（376疾病）により、日常生活や社会生活に相当の制限を受ける方
○児童福祉法第４条第２項に規定する障害児
○身体障害者
○知的障害者
○精神障害者（発達障害を含む）
○その他の心身の機能に障害のある人で、障害及び社会的障壁により、継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの

[bookmark: _Toc153987959]（２）計画の期間
●各計画期間は、令和９年度を初年度とし、令和14年度を目標年度とする６か年計画です。
第8期障害福祉計画（６年間）
第４期障害児福祉計画（６年間）
障害者計画（６年間）

	Ｒ９年度
	Ｒ10年度
	Ｒ11年度
	Ｒ12年度
	Ｒ13年度
	Ｒ14年度

	（2027年度）
	（2028年度）
	（2029年度）
	（2030年度）
	（2031年度）
	（2032年度）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



（３）本市における位置づけ
●本市の上位計画である「藤井寺市総合計画」・「藤井寺市地域福祉計画」など、その他関連計画とともに、国の法制度や指針、大阪府の計画との整合性を図り、策定するものです。

藤井寺市総合計画



藤井寺市地域福祉計画




●藤井寺市障害者計画（本計画）
●藤井寺市障害福祉計画、藤井寺市障害児福祉計画（本計画）
障害福祉分野
関連計画
●藤井寺市高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画
●藤井寺市子ども・子育て
支援事業計画
●藤井寺市健康増進計画・
食育推進計画　　　　　等










国
●障害者基本計画
●基本指針
大阪府
●大阪府障がい者計画
●大阪府障がい福祉計画、
大阪府障がい児福祉計画


（４）計画の策定体制
①現行施策の進捗調査
●成果目標の達成状況やサービスの利用実態などを精査し、本計画の施策及びサービス提供体制の基礎資料とします。

②障害のある人に対するアンケート調査
●障害のある人及び介助者の生活状況や施策への要望を計画に反映するため、「藤井寺市の福祉に関するアンケート調査」を実施します。

③当事者団体に対するアンケート調査
●市内の障害当事者会や家族会の代表者あてに、団体の活動内容や活動を行う上での課題や問題を把握するためアンケート調査を実施します。

④障害福祉サービス提供事業所へのアンケート調査
●市内の障害福祉サービス提供事業所を対象に、サービスの提供や提供体制の確保に関する課題や問題を把握するためアンケート調査を実施します。

⑤各種会議等での審議
●計画の策定に当たり、「藤井寺市保健福祉計画推進協議会障害者部会」において、各種調査の実施内容や結果、計画内容等を検討します。

⑥パブリックコメントの実施
●市民からの意見を広く募集し、その意見を本計画に反映させるため、パブリックコメントを令和〇年〇月〇日から令和〇年〇月〇日にかけて実施します。




２　計画策定にあたって踏まえるべき事項

（１）障害福祉に関する法律等の動向
●障害者の社会参加や差別の解消、共生社会の実現に向けた法整備が進められており、令和７年度には手話施策推進法が、令和８年度には高次脳機能障害者支援法が施行されています。
●新たな就労系サービスとして「就労選択支援」が令和７年10月に開始されました。また、法改正により令和８年度に法定雇用率が引き上げとなり、対象となる事業所の範囲も拡大されました。
●令和３年度の法改正により、避難行動要支援者の個別支援計画の策定が市町村の努力義務となりました。また、令和６年度には全ての障害福祉サービス事業者を対象にBCP（※1）策定が義務化され、障害のある人の生命や生活を災害から守る体制の強化が図られています。
（※１）事業継続計画のこと。自然災害等の緊急事態が発生した場合でも、中核となる事業の継続・早期復旧を可能とするために、備えや手段などを取り決めておく計画のこと

■近年の障害者関連の法制度の動向

	年
	主な動き

	令和
元年
	○「読書バリアフリー法」の施行
・視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する施策の策定・実施

	令和
２年
	○「障害者雇用促進法」の施行
・地方公共団体に障害者活躍推進計画策定義務化、特定短時間労働者雇用事業主に対する特例給付金の支給

	令和
３年
	○「医療的ケア児支援法」の施行
・子どもや家族が住んでいる地域にかかわらず適切な支援を受けられることを基本理念に位置づけ、国や自治体の支援の責務を明記

	令和
４年
	○「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」の施行
・障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策の総合的な推進　等

	令和
５年
	○「障害者基本計画（第５次）」の策定

	令和
６年
	〇「障害者差別解消法」の改正・施行
・民間業者の合理的配慮の提供義務　等
○「障害者総合支援法」の改正・施行
・グループホームの支援内容の強化、基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等の整備の努力義務化、「就労選択支援」の創設、対象疾病（難病）の拡大　等

	令和
7年
	○「就労選択支援」が開始
・障害者本人が就労先や働き方についてより良い選択ができるように支援するサービス。アセスメント（評価）を活用して、本人の「希望」「就労能力・適性」「意向」などを整理し、本人に合った就労の選択を支援する
○「手話施策推進法」の施行
・手話を言語として明確に位置付けており、地方公共団体は、手話通訳者の確保・育成や手話の普及・啓発等の手話に関する施策を総合的に策定し、実施する責務を明記

	令和
８年
	○「高次脳機能障害者支援法」の施行
・事故や病気による脳の損傷により記憶障害等が表れる高次脳機能障害について、地方公共団体は、障害に対する支援施策を総合的に策定し、実施する責務を明記




（２）障害福祉計画の策定に係る基本指針の見直し
●令和８年３月に第８期障害福祉計画・第４期障害児福祉計画の策定に向けた基本指針が示されました。「地域差を是正し、供給が計画的かつ効率的に行われる方策」として、量の見込みを算出する際の留意事項等が新たに示されています。
●国の障害者部会では、質の高い福祉サービスの確保と社会福祉事業等の安定した経営基盤の確立の双方の実現に向けた社会福祉法等の一部改正に関する審議が進められています。
●新たに「共同生活援助（グループホーム）」が総量規制の対象に追加されています。

■社会福祉法の改正概要、基本指針の見直し概要
	社会福祉法等の一部を改正する法律案の概要（R9.4.1施行予定）

	１．地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充
① 小規模市町村における包括的な支援体制の整備を促進する事業の新設等
② 特定地域サービス、特定地域居宅サービス等事業の創設
③ 頼れる身寄りがいない高齢者等への相談支援機能等の強化
④ 成年後見制度等の適切な利用の支援
２．福祉人材の安定的な確保及び定着支援
① 福祉人材確保のための協議会、介護現場における生産性向上等の推進


	障害福祉計画等に係る基本指針の見直し概要(R８.１.1９社会保障審議会障害者部会資料)


	１．障害福祉サービスの地域差を是正し、供給が計画的かつ効率的に行われる方策
・既存の仕組みを活用しつつ、地域差を是正し、障害福祉サービス等の供給が計画的かつ効率的に行われるよう、所定の要件（※1）を満たす市町村における対象サービス（※2）に関し、「必要な量の見込み」の算定に際し、市町村の実績による伸び率を採用した場合に全国平均の伸び率を上回る場合、全国平均の伸びにとどめて算定することが示された


（※1）中山間地域や人口減少地域でない
（※2）生活介護、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービスにおいて、人口に占めるサービス利用者割合が、全市町村の上位２５％に該当
■成果目標（新規項目※一部を抜粋して掲載）
	●精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
· 心のサポーター数：令和15年度末までに100万人以上
· Ｋ６（※４）により住民のこころの状態を把握
●福祉施設から一般就労への移行等
· 協議会設置圏域ごとに就労選択支援事業所を設置
●障害児支援の提供体制の整備等
· 障害児等への伴走的な相談支援体制の構築及び連携体制の確保
· 強度行動障害を有する児に関する支援ニーズを把握及び支援体制の整備
●相談支援体制の充実・強化等
· 相談支援体制の地域診断を行った上で体制の強化を図ることにより、令和11年度末までに、のぞまないセルフプランの件数をゼロとする


（※４）うつ病や不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的とした全６問のアンケートのこと

（３）大阪府の動向
①「第5次大阪府障がい者計画」の中間見直し
●令和６年３月「第５次大阪府障がい者計画」の中間見直しでは、市町村における重層的支援体制整備事業実施の加速化、入所待機者の地域移行や医療的ケアを要する重症心身障害児者への支援の仕組みの構築、新興感染症への対応強化などの取り組みが追加されています。
■第５次大阪府障がい者計画の概要　★は令和６年３月中間見直しの主な内容
	基本理念
	全ての人間（ひと）が支え合い、包容され、
ともに生きる自立支援社会づくり

	施策の推進方向

	生活場面
	地域を育む
	★市町村の自立支援協議会の活性化を促し、ネットワーク機能を強化
★介護保険サービス利用に伴う相談支援専門員と介護支援専門員等の関係者間の連携
★障害者本人だけでなく、ヤングケアラーを含む家族介護者など、その世帯が抱える地域生活課題を把握・解決する「包括的な支援体制」が市町村において整備されるように支援
★重層的支援体制整備事業が府内市町村において円滑に実施されるよう支援

	
	地域やまちで
暮らす
	★入所待機者への相談支援や地域生活を含めた多様な選択肢の提示の充実
★計画相談支援提供体制確保に向けた人材養成

	
	学ぶ
	★府立福祉情報コミュニケーションセンターを中核機能拠点とした、難聴児の早期支援

	
	心や体、命を
大切にする
	★医療的ケア児支援センターを核とした医療的ケアを要する重症心身障害児者、家族支援の仕組み構築
★依存症対策の支援充実

	
	人間（ひと）としての
尊厳を持って生きる
	★意思疎通支援者が果たす役割等に関する広報活動及び啓発活動の充実
★新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた新興感染症への対応




②第8期障害福祉計画策定に係る府の考え方
●障害福祉計画の策定にあたり、大阪府では国の「基本指針」の内容を踏まえながら、府の現状に合わせて以下の様に目標設定する方針が示されています。（国の基本指針と異なる府独自の方針部分を抜粋して掲載）
■国の基本指針と大阪府の方針
	国の基本指針
	大阪府の方針、基本的な考え方

	施設入所者数の削減

	令和11年度末時点で、令和７年度末の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを基本とする
	令和11年度末時点で令和７年度末の施設入所者数の3.1％以上削減することを基本として、各市町村において目標値を設定する

	精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

	令和11年度における精神障害者※の精神病床から退院後1年以内の地域における生活日数の平均を319.3日以上とすることを基本とする
※精神病床への入院後1年以内に退院した者に限る
	11年度における精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域での平均生活日数を324.0日以上とする


	令和11年度における退院後90日時点の30日以上の再入院率を10.3％以下、退院後180日時点の30日以上の再入院率を17.4％以下、退院後365日時点の30日以上の再入院率を25.7％以下とすることを基本とする

	令和11年度における退院患者の精神病床への30日以上の再入院率について、次のとおり設定する
退院後90日時点：9.2％以下
退院後180日時点：15.4％以下
退院後365日時点：23.3％以下

	令和15年度末までに心のサポーター数が100万人となるよう、都道府県の将来人口を元に、目標設定することを基本とする。
	令和11年度の心のサポーター数を府全体で37,191人以上とする。各市町村においては、この目標値を将来推計人口で按分した数値を下限に目標設定する

	福祉施設から一般就労への移行等

	就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を５割以上とすることを基本とする。
	就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所については、大阪府の実情を踏まえて、国基準以上の６割以上とする

	協議会の設置圏域ごとに就労選択支援事業所を１事業所以上設置することを基本とするとともに、就労選択支援を利用する障害者の数を８万２千人以上とする
	令和11年度の就労選択支援の利用者数を8,530人以上とする。各市町村においては、この目標値を就労移行支援及び就労継続支援の利用状況により按分した数値を下限に目標設定する


※大阪府の方針は令和８年5月段階の案であることに留意
2
